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報告事項４ 大規模地震対策の効果算定マニュアルの見直し方針について 

 

令 和 ７ 年 ７ 月 2 4 日 



（１）経緯
・平成７年に発生した兵庫県南部地震による被災の教訓を踏まえ、従来の設計地震動よりも規模
の大きな地震動（レベル２地震動）も考慮した耐震性についての考え方を「土地改良施設耐震設
計の定引き」（H16）により取りまとめ、農業用用排水施設等の新設、更新にあたって、大規模地
震への対策が進められてきた。

・農業用用排水施設等 土地改良施設の新設・改修等において、大規模地震対策を実施するため
に必要な費用 及び 対策を実施することで追加的に発生する便益を適切に評価・分析し、大規
模地震対策の推進を図ることを目的に、平成23年度に「大規模地震対策便益評価マニュアル」が
策定された。

（２）見直しの背景
・大規模地震対策は、ダムや頭首工等、重要度（被害があった場合の影響度）に応じて対策のレベ
ルを判断するが、効果算定においては地震発生確率を考慮するが、確率の大小が効果額に大き
く影響を与える。

・地震発生確率は地区によって差が大きく、発生確率が低い地区では、必要性や追加的費用に比
して効果額が小さくなるなどの課題がある。

・今回効果体系の見直しや基本指針の改定に併せて、本効果の見直しを図るとともに、現在「その
他の効果」としての位置付けであるところ、効果体系のうち「農業の持続的発展」に組み入れるこ
とを予定。

（３）スケジュール
・第１回：課題、検討方針の提示
・第２回：見直し案 及び 試算結果の提示
・第３回：算定手法とりまとめ

１．マニュアルの見直しについて
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（１）効果の捉え方

・大規模地震対策の実施により農業用水利施設等が耐震化されることに伴い、実施した場合と
実施しなかった場合における被害額の比較し、効果額とする。

・想定される被害の内容により、以下の３つの効果に分類される。

（２）算定式（基本）

効果額 ＝ （地震対策なかりせば被害額 － 地震対策ありせば被害額）

×年当たりの地震発生確率

効果の要因効果項目

地震時の断水により生じる作物の生産の減少の防止災害時の作物減産防止効果

地震時、用水氾濫により生じる農地・農業用施設、一般・
公共資産への湛水被害の軽減

災害時の湛水被害防止効果

農業水利施設の損壊により生じる復旧工事費の軽減災害時の復旧対策費軽減効果

２．現行の算定手法の考え方（概略）

※１被害額：地震対策ありせば、なかりせばの状況において、大規模地震（レベル２地
震動）発生時の被害シナリオ を想定し、被害額を算定

※２地震発生確率：全国地震動予測地図より、地区毎の地震発生確率（今後30年間）
を基に年当たりの発生確率を算定

2耐震対策
なかりせば被害額

耐震対策
ありせば被害額

軽減される
被害額



３．課題と検討方針（案）

課題と検討方針（案）項目

・効果額の算定にあたっては、地区毎の地震発生確率を考慮することととなっ
ているが、地域間で差が大きく、特に地震発生確率が低い地域では、効果
額が相当小さくなる。

→地震発生確率によらない算定手法の可能性について、他省庁の 算定手法
等を踏まえ、検討。

地震発生確率
（対象：全効果）

・「災害時の作物減産防止効果」及び「災害時の湛水被害防止効果」について
は、有識者から、他の効果（作物生産効果、災害防止効果）との重複が指摘
されており、近年は算定していない状況。

→重複の状況について整理しつつ、マニュアルの見直しを検討。

他の効果との重複
（対象：災害時の作物減産防
止効果、災害時の湛水被害
防止効果）

・その他以下の内容についても見直しの余地がないか検討を行う。

①「災害時の復旧対策費軽減効果」における償却施設費の取扱（復旧費用か
ら、本来施設の更新に必要な費用を除く処理）が簡便な処理となっているが、
効果として過小評価になっている可能性。

②計画変更や再評価等において、地震発生確率の時点更新を更新すべきか、
着工から評価年までの間の効果をどう取り扱うべきか明確化されていない。

その他
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確率 26% : 平均的に約 100年に1回の頻度で発生する事象に対応
確率 6% : 平均的に約 500年に1回の頻度で発生する事象に対応
確率 3% : 平均的に約 1,000年に1回の頻度で発生する事象に対応
確率0.1% : 平均的に約30,000年に1回の頻度で発生する事象に対応

（参考）全国地震動予測地図
【2024版】

地震調査研究推進本部 作成
（平成7年6月、地震防災対策特別措置法により

総理府（現在は文部科学省）に設置））

200mメッシュ
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（参考２）算定事例①（今後30年間の大規模地震の発生確率が63.5%のケース）

30年間の発生確率の計≒64％
46年間の発生確率の計≒78％
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（参考２）算定事例②（今後30年間の大規模地震の発生確率が0.2%のケース）

30年間の発生確率の計≒0.2％
46年間の発生確率の計≒0.38％
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（参考３）年毎の地震発生確率の算定例
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